ものづくりイノベーション支援プロジェクト認定要綱

(目的)

第１条　この要綱は、成長有望分野における中小企業者の技術開発の取組みを、大阪府が実施するものづくりイノベーション推進事業における「ものづくりイノベーション支援プロジェクト（以下、「支援プロジェクト」という。）」として認定するための手続を定める。

（定義）

第２条　この要綱において、「中小企業者」とは、次の各号の全てに該当する者をいう。

(１)　府内に主たる事務所を有し、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項第１号に規定する製造業に属する事業を主たる事業として営む者。ただし、みなし大企業は除く。

(２)　大阪ものづくりイノベーションネットワーク規約（以下、「規約」という。）第４条に規定する企業会員。
２　この要綱において、「みなし大企業」とは、次の各号のいずれかに該当する中小企業者をいう。

　(１)　発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有。

　(２)　発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有。

　(３)　大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占める。

３　この要綱において、「支援機関」とは、規約第４条に規定する支援機関会員をいう。

（認定申請者）

第３条　支援プロジェクトの認定申請は、当該技術開発に共同で取り組もうとする中小企業者及び支援機関をそれぞれ１者以上含む共同事業体の代表者が行うものとする。

２　共同事業体の全ての構成員は、規約第４条に規定する会員とし、代表者は中小企業者とする。

(認定の申請)

第４条　支援プロジェクトの認定を受けようとする者は、支援プロジェクト計画書（様式１号）を知事に提出することにより申請を行わなければならない。
２　前項の計画書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１)　認定申請者の定款又は寄附行為

(２)　認定申請者の直近２年間の決算報告書

　(３)　共同事業体構成員全ての概要が分かる資料

(認定の決定）

第５条　知事は、前条第１項の申請があったときは、前条に定める計画書により当該申請の内容を審査し、認定すべきものと認めたときは、認定を行うものとする。

２　知事は、前項の審査を公正かつ的確に行うため、有識者の意見を聴取することができる。

３　知事は、第１項の認定において、条件を付すことができる。

４　知事は、第１項の認定を行ったときは、支援プロジェクト認定書（様式２）を、前条第１項の申請を行った代表者（以下、「認定事業者」という。）に交付するとともに、技術開発計画の名称、その概要及び共同事業体の全ての構成員を公表するものとする。なお、前項の場合にあっては、支援プロジェクト認定書にその条件を記載するものとする。

(認定の取消し)

第６条　知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その認定を取り消すことができる。

(１)　計画に従って事業を実施していない場合

(２)　支援プロジェクトの実施に関して法令違反等不正な行為があった場合

２　前項の認定の取消しにより損失が生じたときは、その損失は認定事業者の負担とする。

（支援プロジェクトへの支援）

第７条 知事は、認定された技術開発計画に従って行われる取組みに必要な指導及び助言並びに支援事業を総合的に推進するよう努めるものとする。

(報告及び調査)

第８条　知事は、認定事業者に対して支援プロジェクトの進捗状況について報告を求め、又は調査をすることができる。

 (その他)

第９条　この要綱に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附則

この要綱は、平成２２年６月１０日から施行する。

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
この要綱は、平成２５年４月３日から施行する。

